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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第71期

中間会計期間
第72期

中間会計期間
第71期

会計期間
自 2025年４月１日
至 2025年９月30日

自 2026年４月１日
至 2026年９月30日

自 2025年４月１日
至 2026年３月31日

売上高 (千円) 4,898,833 4,748,015 9,967,190

経常利益 (千円) 114,229 100,947 288,557

中間(当期)純利益金額 (千円) 71,619 64,747 188,549

持分法を適用した場合の
投資利益

(千円) ― ― ―

資本金 (千円) 434,319 434,319 434,319

発行済株式総数 (株) 4,015,585 4,015,585 4,015,585

純資産額 (千円) 4,246,620 4,636,430 4,439,967

総資産額 (千円) 7,154,205 7,704,860 7,503,113

１株当たり中間(当期)純利益
金額

(円) 24.91 22.52 65.58

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― 40.00

自己資本比率 (％) 59.4 60.2 59.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 116,769 37,586 352,301

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △54,016 △143,586 △293,916

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △145,207 △147,902 23,862

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

(千円) 2,173,675 2,084,474 2,338,376
 

(注) １ 当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移について

は記載しておりません。

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

３ 持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社を有していないため、記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当中間会計期間において、当半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の

判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリス

ク」について重要な変更はありません。

 なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

 
(1) 財政状態及び経営成績の状況

当中間会計期間におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善を背景に緩やかな回復基調で推移したものの、

中東情勢の緊張や資源・エネルギー価格の高止まり、物価上昇の継続、自然災害の影響等により、先行き不透明

な状況が続きました。

個人消費においては、節約志向が継続する一方で、価値や体験を重視した消費行動も見られ、消費の選別化・

多様化が進みました。

当社の主要顧客である小売業界においては、人手不足やコスト上昇への対応に加え、販促施策における投資対

効果の向上や業務効率化に対する要求が高まりました。そのような環境のもと、販促活動については「コスト」

から「成果を創出する投資」へと位置付けを見直す動きが広がり、効果検証やデータ活用に基づく販促最適化、

販促業務のDX推進へのニーズが高まっております。

このような環境のもと、当社は「Vision2030 小売の課題解決が日本一得意な会社」の実現に向け、高付加価値

商材の拡販、顧客課題に対応した提案活動の強化及び業務プロセス改革を推進しました。また、AIや自社システ

ムを活用したDX推進や業務改善活動を継続し、生産性向上及び収益性改善に取り組みました。

売上面におきましては、一部顧客において販促予算の保守的な運用や、中東情勢の緊張に伴う商品調達環境の

不安定化による販促施策の中止、ならびに建築コストの上昇等を背景とした新店・改装計画の延期の影響を受け

ました。そのような中、人気アニメとのコラボレーションを活用したキャンペーン案件をはじめ、既存顧客への

高付加価値提案や深耕営業が進展しました。

利益面におきましては、原材料価格や電力料金の高止まり、賃金上昇等によるコスト増加の影響を受ける中、

原価低減及び業務効率化施策を継続して推進しました。一方で、2026年５月に実施した印刷設備更新の工期遅延

による稼働悪化に加え、同年９月に発生した設備トラブルへの対応により、外注費が増加しました。また、稼働

停止による固定費を十分に吸収できず、利益を圧迫する要因となりました。

なお、当該設備トラブルにつきましては既に修理を完了しており、現在は正常に稼働しております。

これらの取り組みの結果、当中間会計期間における売上高は47億48百万円（前中間会計期間比3.1％減）とな

り、前年同期及び計画を下回ったものの、高付加価値商材の拡販や業務プロセス改善、内製化推進等の効果によ

り、売上総利益額及び売上総利益率はともに前年同期を上回りました。一方で、設備更新及び設備トラブルに伴

う一時的な外注費の発生や固定費負担の増加、さらには新規開発を目的とした販促費の投入等の影響により、営

業利益は61百万円（前中間会計期間比19.9％減）となり、前年同期を下回りました。経常利益は１億円（前中間

会計期間比11.6％減）、中間純利益は64百万円（前中間会計期間比9.6％減）となりました。

 
(2) 財政状態の分析

(流動資産)

当中間会計期間における流動資産の残高は、37億83百万円(前事業年度末は38億79百万円)となり、前事業年度

末と比べ95百万円減少いたしました。その主な要因といたしましては、受取手形、売掛金及び契約資産が１億41

百万円、仕掛品が15百万円増加したものの、現金及び預金が２億53百万円、原材料及び貯蔵品が27百万円減少し

たことによるものであります。

(固定資産)

当中間会計期間における固定資産の残高は、39億21百万円(前事業年度末は36億23百万円)となり、前事業年度

末と比べ２億97百万円増加いたしました。その主な要因といたしましては、有形固定資産が51百万円減少したも

のの、投資有価証券が３億68百万円増加したことによるものであります。

(流動負債)
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当中間会計期間における流動負債の残高は、20億52百万円(前事業年度末は22億76百万円)となり、前事業年度

末と比べ２億23百万円減少いたしました。その主な要因といたしましては、支払手形及び買掛金が58百万円、一

年内返済予定長期借入金が39百万円、リース債務が10百万円、未払法人税等が21百万円、その他に含まれている

預り金が16百万円増加したものの、電子記録債務が１億11百万円、短期借入金が２億円、その他に含まれている

未払金が17百万円、その他に含まれている未払消費税等が29百万円減少したことによるものであります。

(固定負債)

当中間会計期間における固定負債の残高は、10億15百万円(前事業年度末は７億86百万円)となり、前事業年度

末と比べ２億28百万円増加いたしました。その主な要因といたしましては、リース債務が21百万円減少したもの

の、長期借入金が１億30百万円、その他に含まれている繰延税金負債が１億14百万円増加したことによるもので

あります。

(純資産)

当中間会計期間における純資産の残高は、46億36百万円(前事業年度末は44億39百万円)となり、前事業年度末

と比べ１億96百万円増加いたしました。その主な要因といたしましては、利益剰余金が50百万円減少したもの

の、その他有価証券評価差額金が２億46百万円増加したことによるものであります。

 
(3) キャッシュ・フローの状況

当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、20億84百万円となりました。

当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当中間会計期間における営業活動におけるキャッシュ・フローは、37百万円の収入（前中間会計期間は１億16

百万円の収入）となりました。主な増加要因は、税引前中間純利益が１億円、減価償却費が１億53百万円、その

他に含まれている流動負債の増加額が14百万円であり、主な減少要因は、売上債権の増加額が１億53百万円、仕

入債務の減少額が53百万円、その他に含まれている流動資産の増加額が14百万円、法人税等の支払額が14百万円

生じたことによるものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当中間会計期間における投資活動におけるキャッシュ・フローは、１億43百万円の支出（前中間会計期間は54

百万円の支出）となりました。これは主に有形及び無形固定資産の取得による支出が１億35百万円、投資有価証

券の取得による支出が８百万円生じたことによるものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当中間会計期間における財務活動におけるキャッシュ・フローは、１億47百万円の支出（前中間会計期間は１

億45百万円の支出）となりました。これは主に短期借入金の返済による支出が２億円、長期借入金の返済による

支出が30百万円、長期借入による収入が２億円、配当金の支払額が１億６百万円、リース債務の返済による支出

が10百万円生じたことによるものであります。

 
３ 【重要な契約等】

当中間会計期間において、重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 14,000,000

計 14,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(2026年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2026年11月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 4,015,585 4,015,585
東京証券取引所
スタンダード市場

単元株式数は100株であ
ります。

計 4,015,585 4,015,585 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2026年４月１日～
2026年９月30日

― 4,015,585 ― 434,319 ― 110,000
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(5) 【大株主の状況】

  2026年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の
総数に対する
所有株式数の
割合(％)

株式会社スノーボールキャピタル
東京都港区虎ノ門５－１２－１３　ザイマッ
クス神谷町ビル８Ｆ

1,115 38.79

ＩＮＴＥＲＡＣＴＩＶＥ　ＢＲＯＫ
ＥＲＳ　ＬＬＣ
 (常任代理人インタラクティブ・ブ
ローカーズ証券株式会社)

ＯＮＥ　ＰＩＣＫＷＩＣＫ　ＰＬＡＺＡ　Ｇ
ＲＥＥＮＷＩＣＨ，ＣＯＮＮＥＣＴＩＣＵ
Ｔ　０６８３０　ＵＳＡ
(東京都千代田区霞が関３－２－５)

165 5.76

株式会社ナガワ 東京都千代田区丸の内１―４―１ 117 4.07

ＤＩＣグラフィックス株式会社 東京都中央区日本橋３―７―２０ 100 3.48

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１―１―２ 100 3.48

正井　宏治 大阪府豊中市 94 3.30

三菱ＵＦＪｅスマート証券株式会社 東京都千代田区霞が関３－２－５ 92 3.22

大日精化工業株式会社 東京都中央区日本橋馬喰町１―７―６ 80 2.78

平賀従業員持株会 東京都練馬区豊玉北３―３―１０ 79 2.78

タイヘイ株式会社 千葉県匝瑳市八日市場イ２６１４ 66 2.32

計 ― 2,011 69.98
 

　(注)当社は、自己株式1,140,615株を保有しておりますが、上記大株主から除いております。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2026年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 1,140,600
 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 2,873,100
 

28,731 ―

単元未満株式 普通株式 1,885
 

― ―

発行済株式総数 4,015,585 ― ―

総株主の議決権 ― 28,731 ―
 

 

② 【自己株式等】

  2026年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社平賀

東京都練馬区豊玉北3-3-10 1,140,600 ― 1,140,600 28.40

計 ― 1,140,600 ― 1,140,600 28.40
 

(注) 上記の他単元未満株式15株を保有しております。

 
２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当中間会計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．中間財務諸表の作成方法について

当社の中間財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、財務諸表等規則第１

編及び第３編の規定により第１種中間財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間会計期間(2026年４月１日から2026年９月30日ま

で)に係る中間財務諸表について、ＵＨＹ東京監査法人による期中レビューを受けております。

 
３．中間連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。
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１ 【中間財務諸表】

(1) 【中間貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(2026年３月31日)
当中間会計期間
(2026年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 2,338,376 2,084,474

  受取手形、売掛金及び契約資産 1,104,347 1,245,705

  電子記録債権 31,648 39,320

  商品及び製品 47,473 52,831

  仕掛品 117,390 132,475

  原材料及び貯蔵品 114,027 86,133

  未収入金 76,310 79,442

  その他 51,372 64,673

  貸倒引当金 △1,609 △1,609

  流動資産合計 3,879,337 3,783,448

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 313,952 324,430

   リース資産（純額） 88,457 77,769

   土地 598,088 598,088

   建設仮勘定 217,800 -

   その他（純額） 636,313 802,738

   有形固定資産合計 1,854,612 1,803,027

  無形固定資産   

   その他 149,377 139,390

   無形固定資産合計 149,377 139,390

  投資その他の資産   

   投資有価証券 1,029,090 1,397,843

   破産更生債権等 4,905 4,905

   投資不動産（純額） 567,584 559,335

   その他 23,110 21,815

   貸倒引当金 △4,905 △4,905

   投資その他の資産合計 1,619,785 1,978,994

  固定資産合計 3,623,776 3,921,411

 資産合計 7,503,113 7,704,860

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 596,916 654,961

  電子記録債務 582,092 470,493

  短期借入金 600,000 400,000

  一年内返済予定長期借入金 40,512 80,112

  リース債務 23,091 33,311

  未払法人税等 22,618 43,732

  役員賞与引当金 9,284 11,599

  賞与引当金 151,535 141,589

  その他 250,357 216,968

  流動負債合計 2,276,408 2,052,769
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(2026年３月31日)
当中間会計期間
(2026年９月30日)

 固定負債   

  長期借入金 111,416 241,660

  リース債務 67,184 46,175

  退職給付引当金 479,247 484,315

  その他 128,889 243,509

  固定負債合計 786,737 1,015,660

 負債合計 3,063,145 3,068,429

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 434,319 434,319

  資本剰余金 415,947 415,947

  利益剰余金 3,690,165 3,639,914

  自己株式 △570,579 △570,579

  株主資本合計 3,969,853 3,919,602

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 570,191 816,905

  土地再評価差額金 △100,076 △100,076

  評価・換算差額等合計 470,114 716,828

 純資産合計 4,439,967 4,636,430

負債純資産合計 7,503,113 7,704,860
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(2) 【中間損益計算書】

           (単位：千円)

          前中間会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

当中間会計期間
(自 2026年４月１日
　至 2026年９月30日)

売上高 4,898,833 4,748,015

売上原価 3,959,417 3,804,840

売上総利益 939,416 943,175

販売費及び一般管理費   

 給料及び手当 282,545 263,943

 賞与引当金繰入額 55,454 51,172

 退職給付費用 5,527 5,860

 役員賞与引当金繰入額 8,445 11,599

 その他 510,099 548,655

 販売費及び一般管理費合計 862,071 881,232

営業利益 77,344 61,943

営業外収益   

 受取利息 757 1,603

 受取配当金 14,175 14,987

 受取家賃 5,190 5,190

 作業くず売却益 10,887 14,190

 不動産賃貸収入 ※１  21,000 ※１  21,000

 その他 2,707 4,990

 営業外収益合計 54,718 61,961

営業外費用   

 支払利息 4,356 6,409

 不動産賃貸原価 10,023 10,012

 その他 3,453 6,534

 営業外費用合計 17,833 22,957

経常利益 114,229 100,947

特別利益   

 固定資産売却益 219 -

 特別利益合計 219 -

特別損失   

 固定資産除却損 66 0

 特別損失合計 66 0

税引前中間純利益 114,382 100,947

法人税、住民税及び事業税 13,798 35,137

法人税等調整額 28,964 1,062

法人税等合計 42,762 36,199

中間純利益 71,619 64,747
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(3) 【中間キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前中間会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

当中間会計期間
(自 2026年４月１日
　至 2026年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税引前中間純利益 114,382 100,947

 減価償却費 142,269 153,684

 敷金償却額 - 611

 賞与引当金の増減額（△は減少） 889 △9,946

 役員賞与引当金の増減額（△は減少） △6,936 2,315

 退職給付引当金の増減額（△は減少） △10,653 5,067

 受取利息及び受取配当金 △14,933 △16,590

 支払利息 4,356 6,409

 売上債権の増減額（△は増加） 76,452 △153,896

 棚卸資産の増減額（△は増加） △1,732 7,450

 仕入債務の増減額（△は減少） △159,581 △53,554

 その他 △4,845 240

 小計 139,667 42,740

 利息及び配当金の受取額 14,933 16,590

 利息の支払額 △4,409 △7,241

 法人税等の支払額又は還付額(△は支払) △33,422 △14,502

 営業活動によるキャッシュ・フロー 116,769 37,586

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形及び無形固定資産の取得による支出 △45,693 △135,104

 有形固定資産の除却による支出 △74 -

 投資有価証券の取得による支出 △8,545 △8,481

 その他 297 -

 投資活動によるキャッシュ・フロー △54,016 △143,586

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） - △200,000

 長期借入金の返済による支出 △20,256 △30,156

 長期借入による収入 - 200,000

 配当金の支払額 △114,401 △106,958

 リース債務の返済による支出 △10,549 △10,788

 財務活動によるキャッシュ・フロー △145,207 △147,902

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △82,454 △253,902

現金及び現金同等物の期首残高 2,256,130 2,338,376

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※1  2,173,675 ※1  2,084,474
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【注記事項】

(中間損益計算書関係)

※１　不動産賃貸収入

前中間会計期間(自　2025年４月１日　至　2025年９月30日)

当社が東京都に保有する保育士寮併設の保育園等の不動産賃貸料であります。

 
当中間会計期間(自　2026年４月１日　至　2026年９月30日)

当社が東京都に保有する保育士寮併設の保育園等の不動産賃貸料であります。

 
(中間キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前中間会計期間

(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

当中間会計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年９月30日)

現金及び預金勘定 2,173,675千円 2,084,474千円

現金及び現金同等物 2,173,675千円 2,084,474千円
 

 

(株主資本等関係)

前中間会計期間(自 2025年４月１日 至 2025年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年６月26日
定時株主総会

普通株式 114,998 40.00 2025年３月31日 2025年６月27日 利益剰余金
 

 
２．基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

 
当中間会計期間(自 2026年４月１日 至 2026年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年６月25日
定時株主総会

普通株式 114,998 40.00 2026年３月31日 2026年６月26日 利益剰余金
 

 
２．基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

 
(セグメント情報等)

【セグメント情報】

　当社の報告セグメントは単一であり、報告セグメントの記載を省略しております。
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(収益認識関係)

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

 

前中間会計期間

(自 2025年４月１日

　至 2025年９月30日)

当中間会計期間

(自 2026年４月１日

　至 2026年９月30日)

顧客との契約から生じる収益 4,898,833 4,748,015

その他の収益 ― ―

合計 4,898,833 4,748,015
 

　当社は、販売促進関連事業の単一セグメントであり、顧客との契約から生じる収益の区分は概ね単一であること

から、顧客との契約から生じる収益を分解した情報の記載を省略しております。

 
(１株当たり情報)

１株当たり中間純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

 
前中間会計期間

(自 2025年４月１日
至 2025年９月30日)

当中間会計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年９月30日)

１株当たり中間純利益金額 24円91銭 22円52銭

(算定上の基礎)   

中間純利益金額(千円) 71,619 64,747

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る中間純利益金額(千円) 71,619 64,747

普通株式の期中平均株式数(株) 2,874,970 2,874,970
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

(重要な後発事象)

　(自己株式の消却)

  当社は、2026年11月13日開催の取締役会において、会社法第178条の規定に基づき、自己株式を消却する

 ことを決議いたしました。        

 
 １．消却する株式の種類     当社普通株式

 ２．消却する株式の総数     1,140,615株（消却前の発行済株式総数に対する割合28.40％）

 ３．消却予定日 　         2026年12月30日

 ４．消却後の発行済株式総数 2,874,970株

 

２ 【その他】

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社平賀(E00734)

半期報告書

15/18



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の中間財務諸表に対する期中レビュー報告書
 

2026年11月13日

株式会社 平賀

取締役会 御中

ＵＨＹ東京監査法人

　東京都品川区
 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士 髙　　橋　　克　　幸  

 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士 梅　　田　　純　　一  

 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社平賀の

2026年４月１日から2027年３月31日までの第72期事業年度の中間会計期間（2026年４月１日から2026年９月30日まで）

に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間キャッシュ・フロー計算書及び注記について

期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間財務諸表が、期中財務諸表に係る我が国において一般に公

正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社平賀の2026年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する中間会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要

な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用され

る規定を含む。）に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当

監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 
中間財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、期中財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成

し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間財務諸表を作成することが適切であるか

どうかを評価し、期中財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業

に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 
中間財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間財務

諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される

年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間財務諸表において、期中財務諸表に係る我が国において一

般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないか

どうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書におい

て中間財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間財務諸表の注記事項が適切でな

い場合は、中間財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期
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中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続で

きなくなる可能性がある。

・中間財務諸表の表示及び注記事項が、期中財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基

準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間財務諸表の

表示、構成及び内容、並びに中間財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が

認められないかどうかを評価する。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項

について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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